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	このPPT教材作成の意図

中学校理科でエネルギー資源の１つとして原子力発電を扱うことになったが、福島原発事故の影響を受けて、学習指導要領の範囲※では原子力発電をどのように指導すべきかが明確でないため、中学校の教育現場では戸惑いを見せている。

　現在出回っている原子力副読本等の記載内容は、原子炉の安全性への疑問（五重の壁は役立たなかったことなど）
に応えておらず、そのままでは使用できない。そこで、科学的に正しい知識と同時に、理科の範囲を越えた広範囲
な社会・経済的見方・考え方ができるようにすることを目的に、「総合的な学習の時間」の指導にも使える教材と
して作成した。福島原発事故の原因究明は進行集で結論は出されていない。しかし、この教材は結論を出すことで
はなく、事故を通じて科学技術、文明、リスク、資源確保、安全保障、生き方など様々なことを考えさせ、討論させるための資料を提供することを目的にしている。

単位について

ベクレル：放射性物質の量を表す単位　（単位記号[Bq]）。

1 s(秒)間に1つの原子核が崩壊して放射線を放つ放射性物質の量が1ﾍﾞｸﾚﾙ[Bq]。
例えば、毎秒100個の原子核が崩壊して放射線を出している場合、100 Bq。
シーベルト：放射線は種類（α線、β線、γ線など）によって生体へ及ぼす影響が異なる。そこで放射線の種類に関係なく生体に与える影響を１つの尺度にまとめて表すように考えられたのがシーベルトという単位 (単位記号：ｼｰﾍﾞﾙﾄ[Sv])である（ただし、これは厳密・正確な解説ではない。厳密な定義をするためには放射線の吸収線量（放射線から受けるエネルギー　単位はグレイ）の解説を必要とするため省略。）。
千分の１ｼｰﾍﾞﾙト＝１ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ[ｍSv]　千分の１ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ＝１ﾏｲｸﾛｼｰﾍﾞﾙﾄ[μSv]
被ばく時間（放射線を受けている時間）を、１時間あたり　/ｈ、1年あたり　/ｙ　などで表す。
　　　　  生物は自然界から自然放射線を毎年2.4ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ/ｙ（世界平均）（日本の平均は1.4ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ/ｙ）受けている。国際放射線防護委員会（ICRP）は　一般公衆が1年間に放射線を受けてもよいとする基準量を1ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ（ｍSｖ）（自然放射線　医療によって受ける量を除く）以下にするよう勧告し、日本の法律でも１ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ/ｙを管理目標値に定めている。この値を基準と考えて、シーベルトの単位で示された放射線の量が多いか少ないかを相対的に比較すればよい。詳細数値は本文中に記載。
食品のベクレルをシーベルトに換算する方法：放射線の種類によって生体が受ける影響が異なるのであるから厳密な換算は簡単ではない。以下の計算式によって得られる値はﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ/ｙのおおよその概算値である。　
　　　　　　（食品のベクレル）×（１日に食べる量kg）×0.0073　

　　　　　例えば肉などの食品の暫定基準値は500ﾍﾞｸﾚﾙであるから、500ﾍﾞｸﾚﾙの肉を毎日100g食べ続けると、（おそらくそのような人はいないと思うが）１年間に体内で受ける放射線の量は
　　　　　　　　500bq　×　0.1kg　×　0.0073　＝　0.365　ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ/ｙ
　　　　　１年あたり約0.4ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄであるから、肉だけでは直ちに健康に与える影響はないと言えるが、放射性物質汚染地域の人はその他さまざまな地元食品を食べているのであるから、それぞれから受ける放射線の量を合計しなければならないので、１ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ/ｙを超えることもあり得る。つまり、１つの食品のみの放射線量を単独に評価することはできない。
本教材の解説（指導資料）の情報はテレビ・新聞の報道から取ったものが多いが、可能な限りそのニュースソースを調べて確認し、さらに専門家の校正を受けた。しかし、事故が未だ収束していない時期に作成しているので、状況は刻一刻変化しているため、教材として未完成である。
　　　　　写真の多くはwebから引用し、出典の明らかなものは記載したが、孫引き、ひ孫引きなどの写真で原典の不明のものは記載していない。
　　　　　本解説は、できるだけ詳細に情報を収集したので、その中から必要と思うものを取り出して利用していただきたい。内容は自由に引用していただいて構いません。
（編集責任者　NPO法人放射線教育フォーラム　　黒杭　清治）

	パワーポイント教材をスライドショーとして使うときの注意
◇　画面右下に　次　と出てから画面を送ってください。

◇　次　の文字が出るまでは自動的に変わります。始めから　次　が　出ている画面は変化がありません。適宜画面を送ってください。

◇　同じことが繰り返し行なわれているときは右下に　適宜　と表示されますので、この場合も適宜画面を送ってください。

◇　画面下の欄に解説が付けてありますが、スライドショーにすると解説を見ることができません。そこで、このワード版の画面と解説を作成しました。本ワード版の解説はできるだけ詳細に書きましたので、必要に応じて取捨選択してご利用下さい。


第3部「未来のエネルギーを考える　」の指導目標

	　エネルギー教育は体系的な理科教育の枠を超えた広範囲な思考力を必要とする。たとえば各国のエネルギー政策を比較するためには、資源・地政学などとの関連が必要になり、エネルギー資源の供給バランス（ベストミックス）は各国ともエネルギー政策（政治的）によって決めているのであって科学的ではない。したがって理科学習でベストミックスの最適化まで踏み込んで考察させるためには政治・経済・社会科の知識も含めた「総合的な学習の時間」としての扱いが必要になる。

○再生可能エネルギーの潜在力はどこまで引き出せるか。

○再生可能エネルギー（太陽光発電、風力発電、地熱発電）の長所、短所。

○発電量の不安定な太陽光発電、風力発電には補完発電設備（火力または水力）が必要になる。　○脱原発依存を段階的に再生可能エネルギーで代替する（菅総理―2011年当時―談）のは不可能　　である（限界まで設備をつくっても原発に代替できない）ことを量概念から明らかにする。

○現状では原子力の代替を火力に頼るしかない。が、コスト高、エネルギー安全保障が不安（LNGの備蓄可能量は現状ではせいぜい２週間分しかない）。CO２の大量発生。

○わが国は貧資源国。エネルギー資源は輸入に頼るしかないことを自覚させる。

○中長期的エネルギー基本構想は今行うべきではない。青少年に未来を託すべき。
注：標題に示した「エネルギー」は「発電に使うエネルギー資源」に絞った。例外的に比較のため輸送部門で使う燃料（エネルギー）を示した。


浜岡原発　発電停止
４
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４．福島原発事故以降、それまで原発に対して仕方なしに賛成していた人も脱原発を唱えるようになり、原発反対の意見に勢いが出てきました。静岡県浜岡原子力発電所は、菅総理（2011当時）の要請に応えて防潮堤が完成するまでの２～３年間全原子炉の運転を停止せざるを得なくなりました。理由は静岡県を中心とする東海地震の発生確率が今後30年間で87％に上ること、津波の被害を受けやすいことが挙げられています。
５．しかし、近く東海地震の発生する恐れがあると言われたのは今からおよそ40年前のことであり、それから現在までに予知なしに何度も大地震災害が襲っていますから地震予知はあてになりません。また、信憑性は低いとしても地震の起こる確率の高い愛媛県（佐田岬）にも原子力発電所はあり、福島第一、第二原発は地震確率の低い地域であり、まったく予知なしに大地震を引き起こしたので、浜岡原発のみを例外にして停止させた理由付けにならないと、他の原子力発電所のある地元に不満が波及して、定期点検で停止している原子炉を再稼動させることが困難になりました。このままでは2012年４月までに日本の原子力発電54基はすべて停止してしまいます。
需要に応じた発電量の推移
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６．わが国のエネルギー消費量の推移を見ると、第1次石油危機　第2次石油危機によって減少したこともありましたが次第に伸び続けています。 1990年度から2006年度の部門別伸びを比較してみると、産業部門は1.0倍、運輸部門が1.2倍で、特に産業部門での省エネ努力の効果が上がっているのに対して、民生部門では電化製品が増える一方で、省エネ、省エネの掛け声ばかりで1.4倍に膨れ上がっています。需要に応じて電力の発電量も増加の一途をたどっています。
出典：経済産業省・資源エネルギー庁年報（2006年）
７．資源の少ないわが国では需要に応じた電力を供給するためにエネルギー資源を輸入に頼っています。原子力発電は、火力・水力と共に電力の重要な供給源になっていました。再生可能エネルギーは全体のわずか２％、水力を含めても８％に過ぎません。（2008年度　資源エネルギー庁統計資料より引用）
2010年7月に政府が決めたエネルギー基本計画は、2030年までに原子力を50％に高めてエネルギーコスト（発電に要する価格）を削減し、再生可能エネルギーを30％に高めるための産業振興を図るという発想でした。ところが東日本大震災によって起こった福島第一原発事故を契機にして事故が収束しないうちから国民の議論もないまま「脱原発依存を目指し再生可能エネルギーの振興を図る」と変わってしまいました。太陽・風などの自然エネルギー利用を段階的に増やして行けば、次第に原発を廃止して行けるという意見です。再生可能エネルギーによる代替がどこまで可能なのでしょうか。
政府のエネルギー・環境会議は「コスト等検証委員会」で発電方式別に発電費用を試算し、太陽光、陸上風力、地熱による再生可能エネルギーの潜在発電量が国内発電量の４分の１弱に匹敵するという結果を公表しました（2011.11.25公表）この潜在力を見ると風力だけでも原子力に代替できる潜在力があることになります。

しかし、この試算はコストの低減が前提です。今後の開発可能な見通しを探って見ましょう。
再生可能エネルギー：自然界で起こっている現象から取り出すことができ、一度利用しても再生でき、枯渇することのないエネルギー資源のこと。 太陽光、風、流水・潮汐、地熱、バイオマス等を用い、発電、給湯、冷暖房、輸送、燃料等に用いる。有限の枯渇性エネルギーへの対策、地球温暖化の緩和策。2010年時点では世界で新設される発電所の約1/3を占め（大規模水力を除いた値）、年間投資額も2110億ドルに達している。
再生可能エネルギーの対義語を枯渇性エネルギーと言い、化石燃料（石油、天然ガス、オイルサンド、メタンハイドレート、シェールガス等）やウラン等の埋蔵資源を利用するもの（原子力発電など）
（Wikipediaより1部を引用）。

再生可能エネルギーの特徴（長所と短所）
　水力発電　　　　　　　　　太陽光発電
8
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[image: image10.emf]太陽光発電世界累積発電容量に対する国別容量比
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８．福島原発事故以降再生可能エネルギー開発に追風が吹き始めました。水力発電は最も効率のよい再生可能エネルギーで、安定な大電力が得られ、わが国では発電量の8％を占めていますが、環境破壊などの問題点があり大規模の開発は限界にきています。今後は各所に分散型の小規模水力発電所をつくることになるでしょう（写真は黒部ダム）。
　　注：水力発電は再生可能エネルギーであるが、古くからある発電方法であって、新エネルギーには分類されていない。
９．太陽光発電は、「不毛地帯」と言われていた砂漠地帯を、エネルギーを生む土地に変えることができます。最近では、世界的に見ると個人・事務所などの小規模な発電から、大規模太陽光発電所（メガソーラ）※１が飛躍的に増加しています。写真はヨーロッパ最大のメガソーラプラントで2010年イタリアに建設されました。2010年に入って太陽光発電事業が相次ぐ理由は、政府補助金※１　とソーラーパネルの価格下落※２です。
国土の狭いわが国でも助成金を受けて事務所、個人住宅、スーパー、ガソリンスタンドなどの屋根や屋上に太陽光発電パネルを設置するところが増えています。
※１　メガソーラ：出力1ﾒｶﾞﾜｯﾄ(Mw)[1000ｷﾛﾜｯﾄ(kw)]程度以上の規模の太陽光発電、またはその施設。
アメリカはオバマ政権のグリーン・ニューディール政策によりによる環境・エネルギー政策で今後10年間

1500億ﾄﾞﾙ（約14兆円）を投じて産業・経済の立て直しを図り、500万人の雇用を創出する計画が立てられており、中国などエネルギー需要が増加する国でも積極的に再生可能エネルギーへの投資に力を入れている。例えば、アメリカのファースト・ソーラー社は中国広東核電集団と共同で、モンゴルの砂漠に30メガワットの大型太陽光発電プラントを建設する計画を進めている。
※２：太陽光発電は設置コストの高いことが難点だが、ファースト・ソーラー社は薄膜フィルムを用いている。この薄型フィルムは、発電効率が低いが、製造コストが安く、建設費が火力にも対抗できるので、アメリカとベトナムに合計500万メガワット分の需要に対応できるソーラーパネルの大型生産工場の建設計画も進めている。薄膜太陽電池は，シャープなど日本のメーカーもつくっている。シャープがつくっているのはSi薄膜太陽電池であるのに対し，ファースト・ソーラーの製品はCdSe薄膜太陽電池。ファースト・ソーラーがシェアを伸ばしているところを見ると，CdSe電池の方が製造コストの点で優れているのかもしれない（ただし、現在の世界シェアトップは中国のサンテック（Si電池）。）
またソーラーフロンティア（昭和シェル石油の子会社）はCIS型薄膜太陽電池（Cu In Ga Seを原料にした化合物半導体）をつくっている。現在宮崎県国富町に工場を増築中で完成すると年１ギガワット（ギガは10億）の生産規模になる。販路は現在のところ国内より海外に求めカリフォルニアのカタリーナ・ソーラープロジェクトに26 メガワットの太陽電池を供給し、エネクスコ社（enXco）に最大で150 メガワットのCIS 薄膜太陽電池を納入する契約を締結した。国内のメガソーラ建設が軌道に乗れば太陽光発電の世界シェアを取り戻すことも夢ではない
10．わが国における太陽電池の研究開発は世界に先駆けて先端を進んでいて、2003年度ころまでは世界太陽光発電量の50％近くを占めていました。しかし、その後はドイツ、スペインなどの欧州に抜かれ16％まで落ち込んでしまいました。わが国は太陽電池についての高度な科学技術をもっていながら、太陽光発電産業に成長させることができないのはなぜでしょうか。
　　これは国策によって事情が異なるためで、ドイツ、スペインは国からの助成金が出るようになって急進しましたが、助成金を減らすに従って成長が止まりました。アメリカは再生可能エネルギーにあまり力を入れていないために年々比率が減少しています。

再生エネルギー特別措置法成立後は全ての再生エネルギーを電力会社が購入することが義務付けされ、電気料金に上乗せさせられることになります。が、普及率は高まるでしょうか。
メガソーラの建設計画はわが国でも進んでいます。堺市と関西電力は共同で堺市臨海部に
メガソーラー発電施設を建設中で、2011年10月5日一部の発電設備（約３ＭＷ）が営業運転を開始しました。
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メガソーラの建設には広い土地の取得費や固定資産税の負担も大きくなり、一民間企業の営利事業として立ち上げるのは困難。2011年の東日本大震災後、ソフトバンクの孫正義社長らがメガソーラー計画を提唱。原子力発電の代替エネルギー確保のために、休耕田や耕作放棄地を活用して大型太陽光パネルを設置する計画を打ち出した。全国10箇所、総事業費800億円になると予想され、23道府県が誘致に名乗りを上げたが、その後の具体的動きは鈍い。また、東日本大震災の被災地を国が買い上げて借用させると言うような案も浮上している。
このように見てくると日ならずして太陽光発電が原子力発電の代替エネルギー源になるように思われますが、それほど簡単ではありません。現状では設備費が高く（一般家庭用でおよそ200 ～ 300万円）、発電量は天候に左右されて安定せず（日照時間は１年の３割程度）、発電効率は12～18％（最大でも20％程度）、発電コストは石炭火力や原子力発電の7～8倍かかります。

参考資料：太陽光発電による余剰電力は20003年４月から施行された新エネルギー利用促進法により電力会社に48円kW/hで売電できるようになり普及が進んだ（再生エネルギー特別措置法成立後は全ての再生エネルギーを電力会社が購入することが義務付けされ、電気料金に上乗せさせられることになる）
再生エネルギー特措法：再生可能エネルギー（自然エネルギー）の利用拡大を図る制度として「再生可能エネルギーの固定買取価格制度」にかかる法案が、2011年8月26日に参議院本会議において可決・成立した。法案の正式名称は「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法」。この特措法は2012年7月1日から施行される。

新築・リフォーム家屋・事務所全てに太陽光発電設備の設置を義務づければ普及率は高まるであろうが、内閣官房が2009年春実施したアンケートによると8割の家庭が温暖化対策のために支出できるのは月額2,000円未満と回答している。今後10年間に太陽光発電を含む二酸化炭素を排出しない省エネ諸設備（ヒートポンプや断熱パネルなどの導入）による初期投資は１世帯当たり410万円（日本エネルギー経済研究所調べ）と試算されている。現在の太陽電池は大部分シリコンを使っているが、価格が安い金属化合物や有機薄膜の太陽電池も開発されていまるので、今後の技術革新による発電効率向上と競争による設備費の低下に期待しても180万円（国立環境研究所の推定）かかるものと見られ市民感覚と大きくかけ離れている。
太陽熱発電　　　　　　　　風力発電
11
[image: image12.emf]　12[image: image13.jpg]


　13[image: image14.jpg]



11．太陽熱発電は太陽熱をたくさんの鏡で反射させて1点に集め、その熱で水蒸気を発生させてタービンを回して発電します。日照量の多い砂漠地帯などでは発電効率が高く、アメリカ西海岸のイー・ソーラーとブライトソースエナジーでは独自設計で建設コストを下げて、2009年に火力並みの低コスト（９円/ｋWｈ）で発電できる設備（鏡：1m２×24000枚　発電能力最大5,000ｋW）をロサンゼルスの北モハーベ砂漠に建設しました（日経ビジネス2010.3.1 p29）が、現在の技術と、わが国の天候状態では利用が望めません。

12．風力発電はアメリカ、ヨーロッパ、中国大陸、インド（デカン高原、7000kmに及ぶ海岸線）などの常時風が吹いている地域で普及しており、風力発電容量世界第３位のドイツは、風に恵まれた北ドイツの陸上に風力発電所がたくさんあり、設備も大型化しています。
中国の風力発電設備導入の躍進はめざましく、発電容量は42GWを越え、アメリカを追い抜いて世界第１位になりました。これは中国政府の目標を遥かに上回っており、2020年の発電容量は120GWになるものと見込まれています。（中国資源総合利用協会再生可能資源専門委員会の予想）
13．洋上発電はイギリスで最も発達し、スコットランドには遠浅の洋上に1基3000ｋWの発電容量を備えた風力発電機を60基設置しています。また、デンマーク、オランダなどヨーロッパに集中しています。
ドイツは陸上のほか、北海に大規模な洋上発電所建設を計画しているが、送電線網の建設が進まず、エネルギー会社イーオン（E．ON）はこの計画は頓挫するであろうと警告している。

14[image: image15.emf]世界各国の風力発電容量の比較

44.7

40.2

27.2

20.7

13.1

5.8 5.7

5.2

2.4

2.2

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

中国アメリカ

ドイツ

スペイン

インド

イタリア

フランスイギリス日本

オランダ

ギガワット（GW）

15[image: image16.jpg]€
19 < t’f/



　16
[image: image17.emf]3

本の

チェーンで

海底に

つなぐ

２００ｍ

わが国は洋上発電に適す

広い遠浅の海が少ない

政府は、福島県沖で

浮体式洋上風力発電所

の建設計画を固めた

13

年度から

実証試験のため

６基の洋上風力の

建設に着手

災害復興支援策の目玉の一つ

災害復興支援策の目玉の一つ

2020

年に

約

30

万ｋｗ

発電能力を

目指す

次


14．世界全体の風力発電容量は2010年末におよそ200ｷﾞｶﾞﾜｯﾄ（GW）に達し（世界風力会議GWEC調べ）、原子力発電プラントのおよそ130基分を超え、毎年、前年比20～30％の伸び率を示している有望な再生可能エネルギーです。

しかし、わが国では洋上発電に適する広い遠浅の海が少なく、山野は国有林であったり、森林法で開発が制限されていたり、人家に近い風力発電機では発生する低周波による頭痛や不眠などの健康障害を起こしているので、風力発電所建設の好適地が限られています。また、発電量が不安定なため電圧安定設備の設置が必要になるなど初期投資が高コストになることなどが原因で風力発電導入は世界に大きく出遅れています。　　　　　（2010年末現在。日本は2011年３月）
出典：世界風力エネルギー協会（Global Wind Energy Council、（GWEC）

　　　　　　　　　　日本風力発電協会
15.　このような状況の中で九州大学流体科学研究室が開発した風レンズ風車が注目を集めています。
風レンズ風車は、3枚の羽根の周りにリングを取り付けた小型風力発電機です。レンズが光を屈折させて光を集めるように、リングが風を集めることから、風レンズと名付けられたもので、同じ風速であれば、従来の小型風力発電機に比べて2～3倍の発電量を得られます。
風レンズ風車は風を狭い口の方から広い出口の方へ流すことで出口に渦が生じ、風を強く吸い込むことで風速が増す。リングのお陰で騒音が発生せず、支柱の高さが15ﾒｰﾄﾙ以下で、リングは固定されているので鳥の衝突（バードストライク）がない、全体が風見鶏のように風の吹く方向に向く、などの特徴があり、九州大学のコンピューターによる試算では平均風速が毎秒４メートルあれば１基当たり年間約3000キロワット時の発電量があるとの結果が出た。太陽光発電協会の試算による2010年の１世帯当たり年間消費電力量は5650キロワット時であるから50％以上の電力量を賄えることになる。環境省でも洋上での実証試験は始めているが、九州大学発のベンチャー企業による販売価格は１基当たり300万～400万で販売量は今までのところ60基と少なく、量産体制にはなっていない。
16．政府は、福島県沖で浮体式洋上風力発電所を建設する計画を固めました。計画によると、早ければ13年度から実証試験のため６基の洋上風力の建設に着手し、2020年に約30万キロワットの発電能力を目指しています。建設やメンテナンスなどで福島県の雇用確保や、風車の部品メーカーも誘致して産業振興につなげ、災害復興支援策の目玉の一つに位置づける考えです。
実証試験には洋上風力を研究してきた東大のほか、部品メーカーや風力発電事業者10社以上が参加する。１基当たりの発電出力は2,000～5,000キロワットで、総出力は最大３万キロワット。５年間かけてデータ収集や海底ケーブルを使った送電、既存電力網との連携などを実証。20年には約30万キロワットに増やす考えで、実現すれば60～120基の大型風車が福島県の洋上に浮かぶことになる。

　　　洋上風力は風車、発電機、軸受けなど部品点数が約２万点におよび、関連企業の裾野が広い。例えば、100万キロワットの建設・メンテナンスで２万2000人の雇用創出効果があるとの試算もあり、政府は政策的に部品産業を誘致し雇用拡大につなげたい考え。
　地熱発電　　　　　　　　バイオマス発電　　　　再生可能エネルギーのまとめ
17
[image: image18.emf]　18
[image: image19.emf]　19
[image: image20.emf]発電方式別の発電実績（2007年度）

0 500 1000 1500 2000 2500 3000

再生可

原子力

LNG

石炭

石油

億キロワット

発電方式別再生可能エネルギーの潜在力

0 500 1000 1500 2000 2500 3000

地熱

太陽光

風力

億キロワット

再生可能

エネルギー

（含水力）

潜在風力

風力だけで原子力に代替可

風力だけで原子力に代替可

エネルギー・環境会議の試算

風力の潜在能力は

次

潜在能力をどれだけ

引き出すことができるのだろう

か

しかし


17．地熱発電は火山地帯のマグマで熱せられた地下水が水蒸気担った熱でタービンを回して発電する方法です。アメリカでは大規模発電所を供え、フィリピンではルソン島全島を地熱発電で賄うための建設を進め、火山国アイスランドも地熱発電が普及しています。

火山大国の日本には地熱発電の適地が多く、地熱資源量は2347万ｷﾛﾜｯﾄで世界第３位（１位アメリカ、2位インドネシア）ですが、現在の発電設備容量は54万ｷﾛﾜｯﾄで、開発率はわずか2.6％に過ぎません（フィリピン31.7％、イタリア25.8％、ニュージーランド17.2％、メキシコ16.0％アメリカ13.4％）。（出典：産業技術総合研究所他）

開発が停滞している理由としては次の３点が挙げられます。
（１）建設適地の多くが国立公園内で建設できない。1部限られた地域で、周辺部から斜めに掘削　

することが認められるようになったが、掘削距離が長くなるためコスト高になる。
（２）自然破壊、生態系への影響があり、周囲の温泉枯渇を心配する住民が反対している。
（３）コスト高：地下探査と建設の投資は数百億円規模。しかし、売電価格は数円／kWh程度

以上の理由からわが国の地熱発電は適地が限定されるため、現在までは小規模な地域分散型の電力供給のみで、（たとえば別府温泉では電力会社が温泉組合と共同で開発し、その電力を温泉旅館で利用しているなど）大規模開発は行われなかった。
東日本大震災後、環境省が地熱開発について国立・国定公園内での掘削を条件付きで認める規制緩和を実施することを受けて、出光興産、国際石油開発帝石、三菱マテリアルなどは福島県内で国内最大の地熱発電所を建設する方針を固めた。新設されるとすれば1999年以来になる。　計画では、発電容量は27万ｷﾛﾜｯﾄになる見通しで原子力発電プラント４分の１基分に相当し、2020年ごろの稼働を目指している。その他、秋田県湯沢市、北海道釧路市などでも計画されている（2012.3.23日経新聞より1部引用）が、自然環境保護を優先すべきとの反対意見も強く、実施までには紆余曲折がある。
　　　　　　　　　　　　　　　（写真：1999年に運転を開始した 東京電力八丈島地熱発電所）
18バイオマス（生物資源）発電は再生可能エネルギーの中で比較的有望視されています。木屑や間伐材、わらなどの非食糧資源を燃料とし、石油並みの価格で製造できる技術が開発されています。アメリカ　フロリダ州のゲインズビル市に建設されるバイオマス発電所は日本製で、出力10万ｋWと小型の石炭火力発電能力をもっています。国内では宮古島でサトウキビから糖分を絞った後の残渣を使って地産地消のバイオガス発電をしています。また、東日本大震災で大量に発生したがれきから木質を燃料にする発電が計画されており、今後分散型の発電所として増えていくことが期待されています。写真：「木屑バイオマス発電所（サミット明星パワー）」
19．言うまでもなく少資源国のわが国は資源に頼らなくて済む再生可能エネルギー産業を振興させることが重要課題ではありますが、水力発電以外の再生可能エネルギーによる発電は、現段階では未成熟の技術であり、今後の研究開発を待って、さらに多大な費用と時間をかけなければコストの低減は見込めません。また、わが国の発電利用可能量は潜在力とことわっていますが、下表のように発電実績に対する値との開きがあまりにも大きく、今から20年、30年後までの間に火力発電などの既成熟技術による施設の増設なしに再生可能エネルギーが原子力に代替できるか否かはまったく不透明です（データは下記まとめの一覧表と解説参照）。

	
	わが国の太陽光・風力・地熱発電実績と特徴（長所・短所）の比較
	

	　
	太陽光発電
	風力発電
	地熱発電

	導入実績
	1062万ｋW
	244万2000ｋW
	52万ｋW

	
	2010年度実績　
	2010年度実績
	資源エネルギー庁の

	
	太陽光発電協会資料
	日本風力発電協会資料
	認可出力

	利用可能量
	　
	19億ｋW
	2347万ｋW

	
	　
	環境省の試算
	産業技術総合研究所の試算

	１kWh当たりの発電コスト
	49円
	10～14円
	9～22円

	長所
	住宅・事業所の屋根　空き地などが利用できる
	発電コストが安い
	地熱資源量が豊富

	
	発電効率向上　量産によるコストダウンの余地大
	　
	発電量が安定

	短所
	天候による発電量の変動が大きい
	天候による発電量の変動が大きい
	自然破壊、生態系への影響が心配される

	
	発電コストが高い
	　
	　

	導入の困難点
	設置初期コストが高い
	設置初期コストが高い
	適地は国立公園内が８割り

	
	　
	低周波騒音
	温泉枯渇の心配で地元が反対

	
	　
	設置可能箇所が限定
	初期投資が高コスト

	
	　
	電線網への接続が簡単でない
	　


　発電方式別再生可能エネルギーの潜在発電力
（エネルギー・環境会議　コスト等検証委員会試算　2011.11）
	
	　太陽光発電
	　陸上風力発電
	　　地熱発電

	潜在力試算
	930億kW
	7200億kW
	260億ｋW

	2010年度実績に対する倍率
	8,757倍
	2,948倍
	50,000倍


スマートグリッド
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20．再生可能エネルギーの利用を総合してみると（除く水力発電）、太陽光、風などの発電量は不安定なので大規模に使用するためにはスマートグリドのシステムを構築しなければなりません。スマートグリッドとは電力の流れを供給側と需要側の両方から制御して最適化する送電網のことです。
21．大容量の蓄電池などの機器やコンピューター・ソフトウェアを送電網の一部に組み込む必要があります。
オバマ政権はスマートグリッドに110億ドルを投資した。わが国では経済産業省が横浜市、愛知県豊田市、京都府の3自治体、北九州市の4地域を選定し2010年度から2014年度末までの5カ年計画でスマートグリッドについて調査を行っている。4地域での実証実験では一般住宅やオフィスビルを対象として、太陽光発電や、二次電池、電気自動車と充電施設をシステムとして組み合わせた計画になっている。
（スマートグリッド概念図：東京大学村沢氏の文献より引用）

　22.東京都は大規模オフィスビル群にスマートグリッドを導入することを決めました。都内の全エネルギー消費の35％をオフィスビルで消費しています。これを効率よく制御することで電力会社への依存を減らし、災害で停電したときにも首都機能を維持するための基盤を整える考えです。

スマートグリッドはこのように自治体単位で普及していくものと思えます。いずれ近未来にスマートグリッド網が全国に敷設されるときがきたら民生用の電力を賄うことができるかもしれません。
しかし、現在の技術では原子力発電１基の電力を太陽電池で発電するためには東京の山手線の内側の面積くらい太陽電池を敷き詰めなければならず、太陽電池の裏側には日光が当りませんから、国土の狭いわが国にいくつもメガソーラをつくったら、気象・気候に変化が起こるでしょう。また、産業用の安定した大電力を再生可能エネルギーで賄うには補完電力の供給源として火力発電所の併設が必要になり（除く大型水力発電）経済的にも短年月で原子力発電を再生可能エネルギーのみで置き換えることはできません。

火力発電の再検討　　　　　　世界の原子力発電　中国　　　韓国
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23．現段階では再生可能エネルギーだけで脱原発が無理だとすると、火力で代替するしかありません。　火力発電について再検討してみましょう。
火力発電の燃料として石油・石炭・LNG※が使われています。LNGは火力発電の中では熱効率がよく（58％）　二酸化炭素の排出が相対的には少ないという利点があり、当面は火力発電の中心になっていますが、地球温暖化原因の二酸化炭素を出すことには変わりません。
わが国としての火力発電の短所は　資源がない　輸入に頼るしかない　高コストなどが挙げられるので、火力に頼りすぎると地球温暖化を促進し、電気代が高くなるばかりでなく、供給国からの輸入が止まる状況（戦争・紛争など）が起こったときの安全保障上のリスクが大きくなります。

※：LNGとは、Liquefied Natural Gas 液化天然ガスの略で、メタンを主成分とした天然ガスを約－162℃まで冷却して液化した無色透明の液体。気体の状態に比べて体積が約600分の1に減るので天然ガスの大量輸送、貯蔵を可能にしている。また、天然ガスは、液化する過程で硫黄などの不純物が取り除かれるため、燃焼時に硫黄酸化物やばい煙は発生しない。他の化石燃料（石油・石炭）と比べると燃焼時の二酸化炭素の排出量が少ないなどの利点がある。
24．福島第一原発事故は世界各国の原子力産業の未来にどのような影響を与えているのでしょうか。
まず、隣国中国では13基の原子炉が稼働中（総設備容量は1080万kW）で、32基の新規建設を決定し（内28基は建設中）、更に38基が計画中です。そうして2020年までに現在の7倍の約7000万kWと、日本を上回る規模になりますが、中国政府は2050年までに230基（3億2400万kW）まで増やす計画で、やがて世界最大の原発大国になります。
25．韓国も同様です。　韓国の原子力発電容量は合計175万ｋｗを超え、総発電容量の28.5%を占め、今後も原子力発電の拡大が計画され、2021年までに12基の原子炉が増設される計画で、完成すれば合計152ｋｗの発電容量が加わります。
ドイツ　　　　　　　　　　　フランス
26
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26．福島原発事故を契機にして「脱原発法」を正式決定したドイツでは、再生可能エネルギーの割合を総電力量の17％から2020年までに35％まで引き上げる方針を示しています。
　　ドイツは豊富な石炭資源があり現在でもエネルギー自給率は40％、不足分はフランスからの輸入のほか、ロシアからパイプラインで天然ガスを輸入しています。単純に日本と比較できません。
27．一方フランスでは原子力発電を推進しています。現在ノルマンディー地方のフラマンビルで2016年の運転開始を目指して建設中の出力160万kw級原子力発電プラントは、アレバが開発した欧州加圧水型原子炉（EPR）で、今回の福島原発事故とは関係なく、最も深刻な事故を想定して設計されています。仮に大量の水蒸気が発生しても格納容器は大きくつくってあり（８万ｍ３　福島原発事故機の29倍）水蒸気爆発を起こしにくくなっています。
　　フランスが原子力発電を強力に推進していますが、原発を減らしたら産業が成り立たたず、イタリアなどに輸出している電力も減り欧州全体のエネルギー需給に大きな影響を与えます。しかし、野党社会党は原発依存度を徐々に減らし、現在の75％を50％にする「縮原発」政策を公約にしているところをみると、国民全体がもろ手を挙げて原発推進に賛成している訳ではないことがわかります。

欧州加圧水型原子炉（EPR：European Pressurized Water Reactor）：フランスのアレバ社が開発した第三世代加圧水型原子炉。欧州共通の新安全基準に合致させ、大型化と簡素化による経済性の向上が図られている。安全設計としては上記のほか、建物に航空機が突っ込むことも想定内であり、電源系、冷却系などは4重にし、地震、津波対策も強化してあって、わが国で「想定外」と言われたようなことはすべて設計段階から盛り込まれてある。
最初のEPRはフィンランドのオルキルオトーで2005年末に着工し2009年に営業運転開始の予定であったが、品質管理などのトラブルで運転開始は2012年まで延期。フラマンビルで2007年中期に着工した上記のEPRも2012年営業運転開始の予定が2016年まで延期された。工事は難航しており建設費は当初予定の2倍、60億ﾕｰﾛ（約6,700億円）に達している。しかし、耐用年数は60年（現在の1.5倍）で設計され、事故リスクが小さいので稼働率は高くなることが見込まれている。
原子力発電　ヨーロッパの特徴　　世界全体
28
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[image: image30.emf]
28．ヨーロッパの国々は地続きです。原発をやめて電力が不足した分は、フランスが現在のままの原子力発電を推進してる限り、フランスから購入することができます。
また、パイプラインが網目状に張り巡らされていて多くの国は天然ガスをロシアから輸入しています。
少資源で島国の日本では隣国から送電線で電力を送られたり、パイプラインで燃料を輸入したりはできません。
29．現在、世界の約30カ国に約430基の原発があります。福島原発事故を契機にして世界的に脱原発の機運が高まってきているように思えますが、脱原発を決めているのはドイツ、イタリア、スイスの３国のみで、世界全体の１割に過ぎません。その他の原発保有国の中には新規建設を一時見合わせているところもありますが、エネルギーの安定供給力の重要性を認識し原発を継続、あるいは推進する政策をとっています。更に新興国を中心に75基の原発が建設中であり、約90基の新設計画があります。原発は今後も増えて行きます。原発を推進するか廃止するかは国情によって異なります。
　　イタリア：1980年代後半に全原発を停止。2011年6月の国民投票で原発再開を否決。
　　スイス：2034年までに全原発を廃止する脱原発を決定。

　　スペイン：日照に恵まれているので太陽光発電の拡大を進めている。原発は20年以上新設していないが現状維持。

ベストミックス　　　　　　　　　　　　　　
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[image: image32]　　
30．発電のために用いる燃料やその他の資源にはこれまで見てきたように様々なものが使われています。また、これらの資源は①安定供給ができること。②安全であること。　③安価であることの３つの条件が必要です。それぞれの資源にはそれぞれ長所と短所があるので１つの資源を集中的に使うのはよくありません。それぞれの良いところを生かして組み合わせて使うのが最良です。これを電力の「ベストミックス」といいます。
電力需要の1日の変化を見ると夜明け前午前３時頃が最も少なく、次第に増加して昼の12時前から午後4時頃までが需要のピークになり、次第に下がりますが、夜間でも一定量の消費があり、原子力事故が起こる前までは、この昼夜の別なく基盤になる電力を原子力と水力が担ってきました。
原子力は電力消費量に応じて細かく出力調整することには向いていませんが、大量に安定した電力を供給できる特徴をもっています。この基盤安定供給大電力の原子力がなくなると代替できる資源として何があるでしょうか。当分は火力発電に頼るしかありませんが、火力も、水力も、再生可能エネルギーも、これまで見てきたように量的に、あるいは経済的に限界があります。
昼間の電力消費量が多い時間帯は石油火力やLNG火力などが使われます。火力は燃料を燃焼させ始めても直ちにタービンを回転させることのできる水蒸気が得られないので夜間でも完全に止めず、基盤電力の1部を担っています。

瞬間的に電力消費量が跳ね上がる部分は主に水力が使われます。その理由は、水を落とせば直ちにタービンが回転し発電か開始される瞬発力があるからで、火力より微調整が効きます。夜間の余剰電力を活用して水をくみ上げ、昼間のピーク時に発電する揚水発電なども使われています。
電力会社はこのようにそれぞれのエネルギー資源の特徴を生かし最適の組み合わせ（ベストミックス）によって需要に応じたきめの細かい発電を行っています。

図：電力のベストミックス　 出典：「原子力・エネルギー図面集2011」(電気事業連合会)
わが国の水力以外の再生可能エネルギーの発電量は、現在のところ少な過ぎてベストミックスに現われません。現在１％（除水力）。これを20％に高め、段階的に原子力を縮小するという放針を菅首相（当時）は表明しましたが・・『たとえ再生可能エネルギーが普及したとしても原子力エネルギーは必要不可欠である』フランス・アレバ社のCEOアンヌ・ロベルジョン
31．東京電力横須賀火力発電所（横須賀市久里浜9）は電力不足に備えて米国GE社製などのトレーラー型の移動ガスタービン発電機13台（東京電力全体では300台）をリースで設置しました。これで約33万ｋｗ（約40万世帯分）を追加供給できます。燃料は軽油で、始動してから約10分でフル稼働できるので、電力使用ピーク時などに合わせて柔軟に運用しています。

　　　その他イギリス、オランダ、アラブ首長国連邦などからガスタービンやガスエンジン設備をリースで取り寄せている。
また、対発電後者(EGAT)からガスタービン発電設備2台が無償貸与され、1台は川崎火力発電所敷地内で2011年8月3日から、もう1台は大井火力発電所敷地内で同年8月11日から運転を開始した。いずれも、12.8万kWの出力を持ち、緊急設置電源として電力供給の一翼を担う。 川崎火力発電所のガスタービンはLNG(液化天然ガス)を、大井火力発電所内のガスタービンは都市ガスを燃料とする。 

　　これは臨時の措置ですが、国内の原子炉54基のすべてが停止し再稼動できなくなると原発由来の電力はなくなり、原発が担っていたベストミックスの基盤電力を火力で代替しなければならなくなります。もともと火力は二酸化炭素を大量に排出し地球温暖化の原因になり、輸入に頼るのでコスト高ということでエネルギー政策上原子力にシフトしてきたはずだったのに、温暖化のことはあま言われなくなり、原発事故処理費まで考えると原発は安くない、LNGの方が安価という意見まで聞かれるようになりました。石油危機当時の「備蓄しなければエネルギー不足になる・・・」という騒ぎは忘れ去られたようです。
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32．今は脱原発・脱原発依存の意見が勢いを増していますが、これは車の事故で重傷を負い、手術を終えて麻酔から覚め、火のつくような痛みを我慢しながら集中治療室に移されたばかりの患者のようなものです。「これからも車を運転しますか」と問いかけても「もうこりごリだ！」としか答えられないでしょう。
政府はエネルギー基本政策を検討していますが、性急に政策を打ち出すのではなく、国民の受けた傷が癒えて退院し、静養後、平常心に戻るまで待ってから、中長期的なエネルギー問題をどうするか、じっくり考えながら討論する場を設けるべきではないでしょうか。
　　特に大切なことは次世代を担う青少年が、自分たちの問題として、生き方を変えることも含めてどうするかを考えることが大切です。もし、ブータンのような生き方に変えることができるのなら、原子力に頼らない生活をすることも可能です。
中長期的なエネルギー問題を今の大人に任せるのではなく、自分たちで考えてみましょう。

わが国でも脱原発は可能という意見がある一方で、産業を賄う大電力を安定に供給するためには火力、水力のほか原子力も継続しなければならないという意見もある。
　　経済同友会は今後子原子力政策について原発の比率を徐々に下げ、再生可能エネルギーの比率を上げる「縮原発」を提唱しているが、経団連は再生可能エネルギーの拡大に理解を示しつつも、「原発事故の原因を徹底的に究明し、二度と事故が起こらない対策を講じるのが一番」という姿勢であり、福島原発事故に端を発するエネルギー問題を巡り、経済界でも温度差が出ている（日経新聞　2011.7.6より）
33．原発反対を唱えるある団体がインターネットに反対理由を15項目も列記していますが、代替エネルギーを何から求めたらよいのかにはまったく触れず、最後に次の３行で結んでいます。
『・・・もちろん、自らの暮らしを見直す必要もあるだろう。とりわけ電気に頼りすぎないことが大切だと思う。電気が止まったら何もできない暮らしをしていては、大量の電気を供給する原発に反対することは難しい』
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